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2018年度基本要求最終交渉

「働き方改革」について労使協議がスタート、時間外実態を踏まえた人員配置を明言

子ども関連施策で人員増、リーディングアシスタントの配置、会計年度任用職員制度の労使協議

自治労県職労は1月29日、2018年度基本要求について最終交渉を行いました。（詳細は3頁参照）

交渉において当局は、「時間外の実態を踏まえた人員配置を行う、現在最終調整をしている。」と回答しました。

また、確定交渉でも確認しましたが、「働き方改革」についての労使協議の場を設置することを改めて確認しました。

これはこの間、自治労県職労が「現在の過重労働の実態は、これまでの人員削減が大きな原因の一つであり、『働き方改革』を進めるためには人員増は不可欠。」、「総務省通知のとおり、職場ごとの長時間労働の実態をパソコンのログ等を活用して把握し、職場ごとに原因を検証し、改善策について労使で話し合う機関を設置すべきだ。」との主張に応えたものです。

　一昨年の電通での過労自死事件以降、社会的にも大きな問題となっていることも背景としてありますが、労働組合の運動があったからこそ、当局を「人員削減路線」から転換させることができたと思います。

　ただし、当局が人員配置に時間外勤務の実態を踏まえたことは評価できますが、問題はその人数です。

　ぜひ職場から、具体的な必要人数を組合に伝えてください。職場実態を根拠として、過重労働が解消されるよう、自治労県職労は労使協議に臨みます。

また、今期交渉の回答を足がかりに、残された継続課題を春闘につなげ、運動や交渉を強化していきます。
＜今期交渉の到達点＞

過重労働の撲滅・働き方改革等
・時間外勤務の縮減等に向けて、労使協議の場が設定される。

・旅費の追加内示が行われた。時間外勤務手当については、予算不足の相談があった場合には、必要な措置を行うことを確認。
適正な人員配置

・時間外の実態を踏まえて定数調整、人員配置が行われる。

・子ども関連施策の人員増が実現。
職場環境の改善

・本庁舎や新庁舎において、洋式トイレの割合が増加した。
臨任・非常勤職員の処遇改善

・会計年度任用職員制度の導入にあたり、当局が本県における臨任・非常勤職員の実態調査を実施。準備が整い次第、労使協議を始めることを確認。

ノーマライゼーションの推進

・視覚障害が進行したことにより、業務への対応が困難になったケースで、自治労県職労が要求していた所属にリーディングアシスタントが配置されることになった。

・本庁舎駐車場の舗装の整備については、工事終了後、予算をとって対応することが明らかになった。
福利厚生に関する回答交渉を実施

自治労県職労基本要求最終交渉に先立ち、1月22日、福利厚生面の要求前進をめざし、職員厚生課と福利厚生回答交渉を行いました。

主な課題は、①職場環境の改善、②労働安全衛生の確立、③メンタルヘルス対策の強化、④福利厚生事業の充実です。

自治労県職労は、以前から職員健康管理センターに産業医を責任者とする専門家チームを設け、組合との協議を含めて、総合的なメンタルヘルス対策の確立を行うよう求めています。

職場におけるメンタル不全の問題は、年々深刻化しています。総合的なメンタルヘルス対策を推進していくために、引き続き産業医の専任化を強く求めていきます。
2018年度基本要求交渉結果
	項　目
	自治労県職労の主張
	労務担当局長の回答要旨（ゴシックは前進回答）

	過重労働の撲滅・
働き方改革
	・県働き方改革推進本部の数値目標の一つである「時間外月80時間超の職員ゼロ」に向けて、具体的な方策を明らかにすること。
・グループウェアを活用して把握した在庁時間のデータを基に、実効ある時
間外勤務縮減策を労使で協議すること。パソコンのログ情報のうち、月80時間超の実態について、所属別の人数を組合に提供すること。
・内部管理事務（人事制度、経理処理、予算等）を抜本的に是正すべき。
・時間外勤務予算の削減や配当の抑制を行わないこと。
	・長時間労働を是正し、いきいきと高いモチベーションを維持しながら、職員一人一人に能力を発揮してもらうためにも、全庁をあげて働き方改革に取り組む。
・時間外勤務の縮減については別途労使協議の場を設け、意見交換しながら、よりよい方策を作っていきたい。職員のワーク・ライフ・バランスを実現、価値ある県民サービスにつなげたい。
・必要な時間外手当・旅費は確保されるべき。旅費については、各局に対し昨年12月に追加内示を行った。時間外手当については、徹底した業務マネジメントを行うことを基本に、今年度は年間必要分を当初に配当したので、追加内示の予定はないが、予算不足の相談があった場合には、必要な措置を行う。

	適正な人員配置
	・常態的な超勤職場には、適正な人員配置を。欠員は正規職員をもって早急に解消を。
・短時間再任用職員や非常勤職員が複数配置されている所属については、必要な人員配置を行うこと。
・職業訓練指導員について、最低限現在の欠員分を正規職員で配置するために、今後も採用を拡大すること。
・児童相談所等の福祉職員の過重労働を解消し、子どもの命と権利を守ることができるよう、抜本的な人員体制の確立を求める。
・県税事務所や保健福祉事務所は再編統合に伴い、業務量が増加している。業務に支障が生じないよう必要な人員配置を求める。特に、副所長と管理課長が兼務している所属は、兼務を解消すること。
・本庁庁舎の改築・新築にあたり関連業務が増加している、庁舎管理課や施設整備課の増員を行うこと。
	・県政が直面する課題、県民生活に深く関わる喫緊の課題を的確にスピード感をもって進めるため、優先度の高い施策に重点配置することが必要。行革大綱に基づいて総合力・質的向上を高めるなか、限られた人材で職務を効果的、効率的に行う。
・退職補充と欠員解消の観点から採用計画を立てる。長期雇用にこだわらず、任期付、非常勤など多様な任用形態で幅広いニーズに対応。
・時間外の実態を踏まえて人員配置を指示、来年度は定数調整の中に組み込んだ。最終調整をしている。
・職業訓練指導員については、新採用者を多くすると、職員の質と人材育成の課題に直面するため、任期付、臨任を配置しながら体制の整備を図る。四校の再編が終了したので、計画的な人員配置が進んでいくと考える。
＜来年度の配分定数について＞
・増要素：オリンピック、パラリンピック、ラグビーワールドカップの推進。子ども関連施策の推進。国際文化施策の推進。
・減要素：保健福祉大学の独法化。フラワーセンターの指定管理者制度導入。

	人事評価
昇任・昇格
	・職員のモチベーションが維持できるような昇任・昇格を行うこと。
・人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。
	・考え方の基本は、職員が相当長期にわたって安定して勤務成績を上げ、より困難で責任の重い職務など、上位の職に求められる役割を果たすことが十分期待できる場合に行われるもので、能力や実績に基づき任命権者が行うものである。
・全国的に見ると県は、5級（副主幹級）以上の職員数が多い。

	メンタルヘルス対策、労働安全衛生の確立等
	・職員健康管理センターの産業医を専任化し、産業医を責任者とする専門家チームによるメンタルヘルスの総合的体制の確立を求める。
・庁用自動車について、使用する職員が危険を感じる場合は、引き続き早急に更新すること。
・トイレの洋式化をさらに進め、ウォッシュレット・消音装置の整備を。
	・産業医の専任化に関しては、引き続き人材の確保について努力する。
・メンタルヘルス不調を未然に防止するために、ストレスチェックを実施。ストレスチェックの分析結果をフィードバックする。職場環境の点検や改善に役立ててほしい。
・庁用自動車の更新内容については3月に具体的に説明する。
・職員の意見もあってすべて洋式にはできないが、本庁舎や新庁舎において洋式トイレの割合を増やした。

	再任用・臨任・非常勤等の課題
	・地方公務員法及び地方自治法の改正趣旨を踏まえ、臨任・非常勤等職員の適正な任用、賃金・労働条件の改善を図るため、十分な労使協議を。
・行政補助員制度を抜本的に見直すべき。
	・会計年度任用職員制度の導入にあたって、本県における臨任・非常勤職員の実態を把握するため、1月末を締切とした調査を行っている。平成32年4月1日施行なので、30年度が検討の中心になると考えている。準備が整い次第、県労連のしかるべき場で話し合いを始める。

	ノーマライゼーションの推進
・個々の職員の状況は意向申告時に把握していく。
	・障害者権利条約が批准されたこと、障害者差別解消法が施行されたことを踏まえて、早急に人事・給与制度や職場環境の改善を。
・加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合には、法の精神に従い誠実に対応すること。
・本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すりを設置すること。
	・視覚障害が進行したことにより、業務への対応が困難になったあるケースに対しては、リーディングアシスタントを配置することにした。年度内の雇用に向けて所属で対応しているところ。
・加齢に伴う障害の重度化等によるさまざまな課題については、平成24年度に開催した当事者と人事当局との意見交換会で出された意見も参考にしつつ、意向申告や面接で聴取した個別事情に十分配慮しながら対応していく。
・本庁舎駐車場の舗装の整備については、工事が終わった後に、予算をとって対応する。


スト批准投票を成功させよう！

投票期間：２月１日（木）～７日（水）

最終集約：２月１４日（水）１７時
労働弁護グループ・
かながわ（ＬＡＧ）シンポジウム

日時：２月８日（木）１８時３０分～

場所：神奈川県地域労働文化会館　２階会議室

講演：過労死と睡眠～睡眠負債の持つ意味～

講師：大原記念労働科学研究所　佐々木司　博士

報告：過労死家族の会、「働き方改革」の現状


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































